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行政組織機構改革の概要

＜改革内容＞

＜部署数（課室所）の比較＞

●市長公室
①市政情報発信の充実・強化に向けた体制

●企画部
②デジタル化・DXの推進体制
③交通政策・地方創生の推進体制
④内部管理部門の機能・専門性向上に向けた体制
⑤建築工事の技術水準向上に向けた体制

●総務部
④内部管理部門の機能・専門性向上に向けた体制（※再掲）

●市民部
⑥新型コロナウイルスワクチン接種班の廃止
⑦環境対策、廃棄物対策の推進体制

●農林商工部
⑨農業振興・森林経営管理の推進体制

●建設部
⑩法定・法定外公共物の管理体制
⑪京奈和関空連絡道路の整備促進体制
⑫住宅対策の推進体制

●上下水道部
⑬公営企業（上・下水道）の経営強化体制

●教育部
⑭学校再編の推進体制

●行政委員会
⑮行政委員会の中立性・専門性の向上に向けた体制

市長政策目標や長期総合計画の推進を図るため、以下の体制構築を目的とした行政組織機構改革を実施。（実施日：令和5年4月1日）
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※上記以外に「人事課」の名称を「人材マネジメント課」に変更



秘書班

秘書広報課

広報広聴班

①市政情報発信の充実・強化＜広報課＞

＜目的＞
広報紙等の紙媒体による市政情報の発信以外にも、近年、SNS等を活用したデジタル媒体による情報発信の充実が重要視されていること
から、本市においても様々な情報発信媒体を活用しながら、これまで以上に市の施策や取組を効果的かつ戦略的に情報発信できる体制
づくりを目指し、秘書広報課から広報広聴部門を独立させて「広報課」を設置

＜現行体制＞ ＜改革後＞

広報、広聴

広報、広聴
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秘書課 秘書班

広報課 広報広聴班

②デジタル化・DXの推進＜デジタル推進室＞

＜目的＞
全国トップレベルのマイナンバーカード普及率などを基盤に、マイナンバーカード利活用策の推進に加え、デジタル技術やデジタル機器を活用した
市民サービスの利便性向上策や行政事務の効率化をさらに推進するため、企画経営課情報推進班を「デジタル推進室」に改編。（企画経営
課の内室として設置）

＜現行体制＞ ＜改革後＞

企画経営班

企画経営課

情報推進班 DX・デジタル化、情報システム
管理・運営

企画経営課 企画経営班

デジタル推進室

秘書 秘書

企画、庁内の総合調整、特命
事項の推進

DX・デジタル化、情報システム管理・運営

企画、庁内の総合調整、特命
事項の推進



契約検査班

契約管財課
管財班

（旧・財産管理班）

③交通政策・地方創生の推進＜交通政策課＞

＜目的＞
市民意識調査において市民満足度が低い分野である公共交通に関する取組をさらに推進するため、地域創生課から交通政策業務を移管し、
「交通政策課」を設置。また、これにより地域創生課のふるさと納税や移住・定住施策をはじめとする地方創生関連施策をさらに重点化し取り
組むことができる体制を整備

＜現行体制＞ ＜改革後＞

公共交通
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地域創生課 地域創生班

交通政策課 交通政策班

④内部管理部門の機能・専門性向上＜財政課、契約管財課＞

＜目的＞
財政部門、契約管理部門及び財産管理部門の機能・専門性の強化を図るため、現在の財務課を分割し、「財政課」を設置。また財務課契約
検査班及び公共施設マネジメント課財産管理班を総務部に移管し、「契約管財課」を設置。（財産管理班は「管財班」に名称変更）

＜現行体制＞ ＜改革後＞

財政班

財務課

契約検査班
入札、契約管理、工事検査、
物品調達

財政課 財政班

移住定住（空家活用）、
シティプロモーション、公共交通、
ふるさと納税、国際交流、市民
活動支援

地域創生課 地域創生班

移住定住（空家活用）、シティプロモー
ション、ふるさと納税、国際交流、市民
活動支援

予算編成 予算編成

入札、契約管理、工事検査、
物品調達

庁舎・公用車管理

公共施設マネジメントの推進推進整備班
公共施設

マネジメント課
財産管理班 庁舎・公用車管理、普通財産

管理
※公共施設マネジメント課の体制は次頁参照



地域健康班

健康推進課

予防衛生班

⑤建築工事の技術水準の向上＜営繕班＞

＜目的＞
公共施設の建築工事を高い技術水準で効率的に実施することができる体制整備のため、公共施設マネジメント課内に技術者を集約した
「営繕班」を設置し、各部署が実施する大規模な建築工事の実施を全面的にサポート。（推進整備班は「財産管理・活用班」に名称変更）

＜現行体制＞ ＜改革後＞
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⑥新型コロナウイルスワクチン接種班の廃止

＜目的＞
市民の新型コロナウイルスワクチン接種を推進するため設置した「新型コロナウイルスワクチン接種班」を廃止
（国において新型コロナウイルスワクチン接種の実施期間が令和5年3月31日までと定められている。関連業務は予防衛生班へ引継ぎ）

＜現行体制＞ ＜改革後＞

予防接種、感染症対策

公共施設マネジメントの推進
公共施設マネジメントの推進、普通
財産管理・活用

住民検診、健康づくり 住民検診、健康づくり

予防接種、感染症対策、新型コロナ
ウイルス感染症対策

推進整備班
公共施設

マネジメント課
財産管理班

庁舎・公用車管理、普通財産
管理・活用

財産管理・活用班
（旧・推進整備班）公共施設

マネジメント課
営繕班 建築工事のサポート

財産管理班
契約管財課（総務部）へ移管
※庁舎・公用車管理等の業務を移管

地域健康班

健康推進課 予防衛生班

新型コロナウイルス
ワクチン接種班

新型コロナウイルス感染症対策



＜目的＞
地球温暖化防止対策など、社会の環境問題への関心が高まる中、さらなる環境政策の推進体制と、令和6年稼働を目指し整備が進む収集
事務所の設置を見据えて、さらなる廃棄物収集の効率化や資源化促進を進めることができる体制づくりとして、現在の生活環境課を分割して、
「環境衛生課」と「廃棄物対策課」を設置

＜現行体制＞ ＜改革後＞

＜目的＞
こども家庭庁が発足するなど、国においてこども政策の充実が進められる中、本市においても子育て支援体制の充実を図るため、現在のこども課
を分割し、「こども課」と「保育課」を設置。また保育課に、打田・貴志川地区の保育所再編を担当する「施設整備班」を新たに設置

＜現行体制＞
子育て支援班

こども課 母子保健班
子育て世代包括支援センター

児童相談班
子ども家庭総合支援拠点

保育所再編、児童館整理、学童
施設更新

環境衛生課 環境衛生班

⑦環境対策、廃棄物対策の推進＜環境衛生課、廃棄物対策課＞
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⑧子育て支援体制の充実＜こども課、保育課＞

＜改革後＞

環境保全、衛生 環境保全、衛生環境衛生班

生活環境課

廃棄物対策班 廃棄物収集、資源化促進

廃棄物収集、資源化促進廃棄物対策課 廃棄物対策班

子育て支援班

母子保健班
子育て世代包括支援センター

こども課

保育班

児童相談班
子ども家庭総合支援拠点

子育て支援、児童手当、
児童扶養手当、学童保育

母子健康管理、母子健全育成、
妊産婦健診

保育所

児童相談、児童虐待対応

母子健康管理、母子健全育成、
妊産婦健診

子育て支援、児童手当、
児童扶養手当

保育班

保育課

施設整備班

児童相談、児童虐待対応

保育所、学童保育



＜目的＞
本市の主要産業である農業の担い手育成・確保と既存農家の収益拡大に向けた販路拡大や6次産業化をさらに推進するとともに、森林
経営管理制度の推進や森林環境譲与税を原資とした間伐や木材利用の促進につながる取組を推進するため、現在の農林振興課を分割し、
「農業振興課」と「林務課」を設置

＜現行体制＞ ＜改革後＞

＜目的＞
地籍調査業務の現地調査が終了するため、地籍調査課を廃止。新たに「建設総務課」を設置し、地籍調査関連業務（土地境界の管理等）
を移管するとともに、現在の道路河川課から道路等の法定公共物と里道・水路等の法定外公共物の管理を移管し、公共物の管理体制を強化

＜現行体制＞

建設総務班

建設総務課

管理班

建設総務班

道路河川課 工務第1班

工務第2班

市道新設改良、市道維持
修繕、橋梁点検・維持修繕、
準用・普通河川維持修繕

⑨農業振興・森林経営管理の推進＜農業振興課、林務課＞

6

⑩法定・法定外公共物の管理体制の強化＜建設総務課＞

＜改革後＞

農業者支援、食育

林務課 林務鳥獣対策班

農業振興班

農林振興課

林務鳥獣対策班

農業者支援、担い手育成、
販路拡大、食育、6次産業化

有害鳥獣防除・捕獲、森林
経営管理、林野管理、財産区

農業振興班

農業振興課
担い手育成・
ブランド推進班

担い手育成、販路拡大、6次産業化

有害鳥獣防除・捕獲、森林経営管理、
林野管理、財産区

市道認定、占用、施行承認
法定外公共物、京奈和関空
連絡道路整備促進

総務登記班

地籍調査課 調査第1班

調査第2班

総務事務、登記

現地調査、地籍調査成果の
管理

法定公共物の管理（市道認定、
占用、施工承認等）

法定外公共物の管理、登記、地籍
調査成果の管理



⑪京奈和関空連絡道路の整備促進＜京奈和関空連絡道路推進室＞

＜目的＞
京奈和関空連絡道路のさらなる整備促進のため、現在の道路河川課から関連業務を移管し、「京奈和関空連絡道路推進室」を設置
（建設総務課の内室として設置。建設総務課の設置については前頁を参照）

＜現行体制＞ ＜改革後＞
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⑫住宅対策の推進＜住宅政策課＞

＜目的＞
増加傾向にある空き家の対策強化や、粉河地区における市営住宅の建設を推進する体制を強化するため、現在の都市計画課を分割し、
「住宅政策課」を設置

＜現行体制＞ ＜改革後＞

京奈和関空連絡
道路推進室

建設総務班

建設総務課

管理班市道新設改良、市道維持
修繕、橋梁点検・維持修繕、
準用・普通河川維持修繕

市道認定、占用、施行承認
法定外公共物、京奈和関空
連絡道路整備促進

建設総務班

道路河川課 工務第1班

工務第2班 京奈和関空連絡道路整備促進

都市計画班

都市計画課

住宅施策班

都市計画マスタープラン、
開発、都市公園

市営住宅建設・管理、住宅
耐震化、危険空き家対策

都市計画課 都市計画班

住宅政策課 住宅政策班

都市計画マスタープラン、
開発、都市公園

市営住宅建設・管理、住宅耐震化、
危険空き家対策

法定公共物の管理（市道認定、
占用、施工承認等）

法定外公共物の管理、登記、地籍
調査成果の管理



＜目的＞
水道事業及び下水道事業の経営体制を強化するとともに、専門的な知識を必要とする公営企業会計処理を担う職員の育成を円滑に行う
ことができるよう、下水道課の総務・経営部門の業務を水道総務課へと移管。（業務移管により、水道総務課の名称を「上下水道経営課」に
変更、下水道総務班の名称を「下水道管理班」に変更）

＜現行体制＞
経営班

上下水道経営課

料金班

水道総務班

水道総務課

料金班

⑬公営企業（上・下水道）の経営強化＜上下水道経営課、下水道課＞

＜改革後＞
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⑭学校再編の推進＜学校再編推進室＞

＜目的＞
少子化の影響等により、児童生徒数が減少する中、学校規模による子どもの学習環境・条件に不均衡を生じさせないよう、望ましい学校の規模
の確保、配置を念頭においた学校再編を推進するため、現在の教育総務課から学校再編にかかる関連業務を移管し、「学校再編推進室」を
設置。（教育総務課の内室として設置）

＜現行体制＞ ＜改革後＞

下水道総務班

下水道課

下水道工務班

会計処理（水道）、起債
（水道）

料金（水道・下水道）

会計処理（下水道）、起債
（下水道）、施設維持管理

下水道整備

下水道管理班

下水道課

下水道工務班

会計処理（水道・下水道）、起債
（水道・下水道）

施設維持管理

下水道整備

料金（水道・下水道）

教育総務班

教育総務課 学校教育班

学校指導班

教育委員会運営、学校施設の
整備・管理、スクールバス

適正規模適正配置の検討、通学
区域、学校備品、就学援助、
GIGAスクール

学校再編推進室

教育総務班

教育総務課 学校教育班

学校指導班

適正規模適正配置の検討、通学区域、
スクールバス

教育委員会運営、学校施設の
整備・管理

学習指導、教職員人事、
教育相談、教職員研修

学校備品、就学援助、GIGAスクール

学習指導、教職員人事、
教育相談、教職員研修



⑮行政委員会の中立性・専門性の向上＜総合行政委員会事務局＞

＜目的＞
行政委員会の中立性を確保し、さらなる透明性・公平性の向上に向けた体制づくりとともに、事務局の専門性向上につながる体制づくりを目指し、
現在、総務課の兼務となっている各行政委員会の事務局を独立させて、すべての事務を担当する「総合行政委員会事務局」を設置

＜現行体制＞ ＜改革後＞
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総務課が兼務
総合行政委員会

事務局

選挙管理委員会 事務局

監査委員 事務局

公平委員会 事務職員

固定資産評価
審査委員会

書記

選挙管理委員会 事務局

監査委員 事務局

公平委員会 事務職員

固定資産評価
審査委員会

書記


